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解　説
公害対策基本法から環境基本法へ
　　　　　　　　　　　　　一環境基本法の成立とその意義一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境管理センター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加瀬野　　　悟
　今後の日本の環境政策の土台となる環境基本法が，平成5年11月12日の参議院本会議で可決，成立した。
この環境基本法は，従来，環境政策の基本となってきた公害対策基本法と自然環境保全法に代わる「環境
の憲法」とでもいうべき法律である。本稿では，わが国における環境政策の経緯と環境基本法の成立に
至る流れを概観し，その内容について述べてみたい。
1．わが国の環境政策の経緯
　1950年半から1960年代にかけての経済の高度成長期において，水俣病や四日市ぜんそくをはじめとする
公害問題が全国各地で顕在化し，環境汚染，自然破壊により大きな社会問題が発生した。このことを背景
に1967年に公害対策基本法が制定され，1968年には大気汚染防止法，騒音防止法を制定した。そして1970
年のいわゆる「公害国会」で，公害対策基本法を改正すると共に，水質汚濁防止法，海洋汚染防止法，農
用地土壌汚染防止法，廃棄物処理清掃法など14の公害関係法が改正，制定された。さらに1971年には，環
境庁が設置され，悪臭防止法，公害健康被害補償法，振動規制法などが次々制定されていった。
　わが国の環境関連法案は公害問題に1，2歩遅れを取っていたが，この公害対策基本法の整備により，「国
民の健康を保護するとともに，生活環境を保全する」ことを目的に，公害対策の位置づけを明確にすると
共に，事業者，国，地方自治体および住民の責務が定められた。そして公害防止を講ずる上で，第一に環
境基準を定められることとなった。これは，従来の取り組みが限定された個別の発生源への規制であった
のに対して，環境の状態自体を目標とした総合的な対策が進められることとなり，対策の手法として排出
規制，土地利用規制といった規制手法をはじめとする各種手法が取られることとなったわけである。
　また1972年には自然環境保全対策を総合的に進める上での枠組みとなる自然環；境保全法が制定され，同
法に基づき1973年に自然環境保全基本方針が閣議決定された。この基本方針において，原生的自然環境か
ら，良好な自然地域，農林業地域，都市地域に至る国土全般にわたる自然環境保全施策の基本方向が示さ
れた。
　以上のように，わが国では激甚な公害の発生や自然保護の進行の中で法制度整備の必要性が認識され，
次々と発生する問題に対応して様々な制度の充実が図られてきた。これらの対策の推進および国民や企業
の努力によって，激甚な公害の克服や優れた自然環境の保護iの保全については，相当な成果を上げてきた
といえるであろう。
　しかし，その後の経済的発展で大量生産，大量消費，大量廃棄型の社会経済活動が定着すると共に，大
都市への集中が一層進む中で，大都市における窒素酸化物による汚染や生活排水による水質汚濁のような
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都市・生活型の公害問題等が起こり，その改善は進んでいない。また廃棄物の発生量の増大による環境へ
の負荷が高まり，さらに身近な自然の減少を続ける一方，人と環境とのきずなを強める自然とのふれあい
を大切にする国民の欲求が高まりを見せている。
　また大気，水質などの個々の環境媒体（メディア）ではなく，複数の環境質にまたがる問題が多く発生
するようになってきた。トリクロロエチレンなどの化学物質汚染が代表的な問題である。このような問題
に対しては個々の環境質ごとに取り組んでいたのでは，その解決は難しい。酸i生雨による自然生態系への
影響や温室効果ガスの吸収源としての森林の働きにみられるように，これらの問題を公害防止と自然環境
保全の2つの別の施策体系でとらえていたのでは対応しきれず，環境を総合的かつ一体的にとらえた対策
がもとめられるようになってきている。
　さらに地球の温暖化やオゾン層の破壊，海洋汚染，野生生物の種の減少など，地球的規模で対応すべき
地球環境問題が生じてきた。1980年代半ばから世界的規模で関心の高まりをみせたこの地球環境問題につ
いて，わが国は1992年の地球サミットで，気候変動枠組み条約，生物多様性条約の署名を行ったが，今後
とも地球サミットの成果も踏まえ，地球環境保全に積極的に取り組んでいく必要がある。従来の公害防止
では国内の，それも現在生きている人々の健康やその生活環境の保全に限られていた施策から，地球規模
という空間的広がりと将来の世代にもわたる影響という時間的広がりを視野にいれた施策が必要となってきた。
　このように今日の環境問題は，従来の環境問題とは発生の原因，構造ともに大きな変化があり，これら
の解決のためには，公害対策基本法や自然環境保全法のような問題対処型の法的枠組みでは不十分である。
環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会に変えていくには，社会経済活動や国民の生活様式のあり
方も含め，環境保全の多様な施策を総合的かつ計画的な施策が必要であり，新たな法的な枠組みとして，
新たに環境基本法が制定されたわけである。
2．環境基本法の概要
　環境基本法の概要を図1に示す。
　環境基本法の理念は①健全で恵み豊かな環境の保全②持続可能で環境負荷の少ない経済社会の構築③国
際的取り組みの積極的推進の3つに要約できる（第3条～5条）。
　この基本理念を実現するため，国や地方自治体が環境保全に関する施策を講じていくことはもちろんで
あるが，事業者や国民も事業活動や日常生活において環境への負荷を減らす努力をしなければならない。
環境基本法では，環境保全の上でそれぞれの主体の果たすべき役割を責務として規定している（第6条～
9条）。
　環境基本法では，広範多岐にわたる環境保全に関する施策を長期的な観点から総合的・計画的に推進す
るため，政府全体の環境保全に関する施策の基本的な方向を示す環境基本計画を定めることを新たに規定
している（第15条）。
　施策や事業が環境に及ぼす影響について事前に調査等を行い，必要に応じ環：境保全上の措置を講ずる
「環境アセスメント」（環境影響評価）の推進が規定されているのも，本法の大きな特徴でもある（第20条）。
　普通の経済活動や日常生活から生じる環境への負荷を減らすために，規制措置に加え市場メカニズムを
通じて社会経済活動を環境への負荷の少ないものとしていく経済的手法を活用することの有効性が期待さ
一　26一
れているが，環境基本法においては，経済的ディスインセンティブ（環境に負荷を与える行為を経済的に
不利とするもの）を与える措置一般を規定している。経済的負担を課す措置の導入にあたっては，①環境
保全上の効果，経済への影響を適切に調査，研究を行うこと，②税，課徴金，デポジット制等の具体的措
置を講ずる場合，国民の理解と協力を得ること，③地球温暖化に対処するための炭素税導入などの地球環
境保全のための措置を講ずるときは国際的な連携にも配慮することが規定されている（第22条）。
　通常の経済活動や日常生活に起因するところの多い今日の環境問題に対して，事業者，国民全ての主体
が環境保全に取り組んでいく必要があることから，以下の措置を規程している。
①環；境負荷の少ない製品等の利用促進（第24条）　事業者は環境にやさしい商品を市場に送り出し，国自
らは環境にやさしい商品，サービスを利用する。
②環境教育・環境学習（第25条）　環境教育環境学習の振興，広報活動の充実を図る。
③民間の自主的な環境保全活動の促進（第26条）　緑化活動，リサイクル活動等の民間の自発的な環境保
全活動の促進をする。
④情報の提供（第27条）　環境教育環境学習および民間活動の促進のため，必要な情報を適切に提供す
る。
　環境基本法においては，基本理念の一つとして「国際的協調による地球環：境保全の積極的推進」を掲げ
るとともに，特に第6節を設けて，地球環境保全等に関する日本の内外の姿勢を明らかにしている。
①地球環境保全等に関する国際協力等（第32条）
②監視，観測等に係る国際的な連携の確保等（第33条）
③地方公共団体，民問団体等による国際協力の推進（第34条）
④国際協力の実施等に当たっての配慮（第35条）
　都市・生活型公害や地球環境問題のように，国民生活や事業活動一般に起因する問題の解決には，国の
みならず地方公共団体においても，環境保全に関する多様な施策を適切に講じ，経済社会システムのあり
方や行動様式を見直して行くことが必要である。そのため地方公共団体が，国の施策に準じた施策および
区域の自然的社会的条件に応じた環境保全のために必要な施策を総合的かつ計画的に推進することを規定
している。
　環境基本法においては，今日の環境問題に適切に対処するため多種多様な施策を規定しているが，この
効果的，積極的な推進を図るために国および地方公共団体が相互協力する必要を規定している（第40条）
　また環境基準（第16条），公害防止計画（第17条，18条），排出等の：規制（第21条），被害者救済（第31
条）等については，従来の公害防止基本法での規程を継承し，その推進を図ることにしている。
　環境保全の成否が今や人類社会の未来を決するような重要性をもってきた今日，我々が引き続き地球の
恵みを世界の人々と享受していくためには，現在までの取り組みを思いだし，そこから教訓を得るととも
に，新たな考えに立った枠組みの下で，強力な施策の展開を図っていく必要がある。環境基本法の制定
はそのための出発点である。これを推進させるためには，環境基本法に盛り込まれた環境基本計画をはじ
めとする各種の施策の具体化が急務であろう。
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